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研究成果の概要（和文）：本研究では、文献レビューに基づき、探索および活用的な組織の学習志向に環境特性、組織
の構造的特性およびマネジメント・コントロール・システム(MCS)の設計が及ぼす影響、学習志向が組織成員の行動に
もたらす影響、さらに組織成員に対するMCSの影響が最終的な組織学習の成果に及ぼす影響について仮説を設定した。
仮説検証の目的で実施した郵送質問票調査の分析から、以下の点が明らかになった。探索志向を有する事業部と活用志
向を有する事業部では、組織特性またMCSの設計やその利用方法が異なる。また、インターアクティブな予算の利用の
程度が学習の成果としての探索型学習と活用型学習の程度に与える影響が異なっている。

研究成果の概要（英文）：In this study, based on a literature review, I have made some hypotheses 
concerning the influence of environmental and organizational characteristics has organizational learning 
orientation and how the design of management control systems (MCS) influences explorative and 
exploitative learning organization. Also included the influence an organizational orientation has on 
organizational members' behavior, and on organizational learning itself. According to the survey analysis 
for testing of the above hypotheses, I found the following things. First, the organizational 
characteristics and the ways using MCS are different for exploration oriented divisions and exploitative 
oriented divisions. Second, the degree of using interactive budget management system has a different 
degree of influence on explorative learning and exploitative learning.

研究分野： 管理会計

キーワード： 組織学習　探索学習志向　活用学習志向　マネジメント・コントロール・システム　質問票調査
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 企業が、競争企業との間で、競争上の優位
性を獲得・維持するうえで、イノベーション
を継続的に遂行する能力が非常に重要であ
ることが、従来から多くの研究で指摘されて
きた。このイノベーション・プロセスおいて
中心的な役割を果たす企業のコンピタンス
として組織学習がある。 
 企業が継続的にイノベーションを遂行す
る能力、また組織学習に着目した研究は、経
営学や管理会計論といった多様な研究領域
において蓄積されてきた。たとえば、組織論
における伝統的な議論では、有機的な特性を
有する組織はイノベーションに親和的であ
り、機械的な組織特性はイノベーションを抑
制する傾向があると主張されてきた（Burns 
and Stalker, 1964）。管理会計研究の領域に
おいても、公式的な階層構造を支援する役割
を果たす管理会計システムを中心とするマ
ネジメント・コントロール・システムがイノ
ベーションに抑制的に機能すると従来主張
されてきた。 
 しかしながら、近年実施された経験的な研
究の一部は、上記の主張とはある部分矛盾す
る結果をもたらすものであった。それらの研
究は、マネジメント・コントロール・システ
ムをはじめとする組織的な要因とイノベー
ションまた組織学習との間の関係が、従来想
定されていたよりも、複雑である可能性を示
唆するものであった。組織の学習志向に着目
した管理会計研究では、Simons(1995)によっ
て提唱された 4 つのコントロール・レバーに
依拠して、上司が例外管理的に部下の行動に
介入するマネジメント・コントロール・シス
テムの診断的な利用が組織の学習志向を抑
制し、上司が継続的に部下の意思決定に関与
するマネジメント・コントロール・システム
のインターアクティブな利用が組織の学習
志向を促進すると主張する研究 (Henri, 
2006)がある一方で、業績測定システムの診
断的な利用が組織の学習志向にポジティブ
な影響を及ぼすとともに、インターアクティ
ブな利用が組織の学習志向へもらたす影響
が直接的なものではなく、業績測定システム
の診断的な利用を介して影響を与えるとす
る研究（Widener, 2004）も存在している。 
 本研究の開始時点では、これらの必ずしも
首尾一貫していない研究結果を解釈するこ
とが大きな目的の一つであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、従来多様な領域で実施さ
れてきた諸研究から得られた、ある部分お互
いに矛盾する研究結果を踏まえ、イノベーシ
ョンの本質的な要素である組織学習に着目
することで、組織の学習志向また組織学習プ
ロセスにマネジメント・コントロール・シス
テムの設計およびその利用方法、組織の構造
的な特性、組織を取り巻く環境特性がどのよ
うな影響を及ぼすかを明らかにすることに

ある。この研究によって、第１に、企業内で、
新しいアイデアの創造やその製品化、市場化
を行う一連のプロセスに大きな影響を及ぼ
す組織要因を明らかにすることができる。第
２に、組織学習に影響を及ぼす組織要因間の
関係が代替的なものであるのか、補完的なも
のであるのかを明らかにすることができる。
なお、本研究では、以下の点で過去の研究を
拡張している。第 1 に、組織の学習志向の中
身、すなわち学習の方向性を考慮することで
ある。組織学習がこれまでに組織が持たない
新しい知識の獲得を目指しているのか、また
は従来有している知識の効率的な利用を目
指しているのかという点である (March, 
1991)。異なる学習志向を有した組織では、
マネジメント・コントロール・システムが組
織学習に及ぼす影響が異なる可能性がある。
第２に、組織学習の研究においては、組織が
有する学習に対する志向性という側面だけ
ではなく、組織学習の成果としての側面も同
時に考慮すべきであろう。経営学の領域では、
組織の学習志向に影響を及ぼす環境要因や
経営者の取り組みを明らかにしている研究
(Sidhu et al., 2004)と同時に、組織が行なっ
たイノベーションを既存の技術や製品・サー
ビスまた顧客や市場セグメントとの近接性
に基づいて、探索的なイノベーションと活用
的なイノベーションとに区分し、それらのイ
ノベーションに影響を及ぼす諸要因を明ら
かにした研究も存在する (Jansen et al., 
2006)。本研究ではこれらの点も考慮してい
る。 
 
３．研究の方法 
 経営学および管理会計論の領域でこれま
でに蓄積されてきた文献のレビューに基づ
き、組織の学習志向や学習プロセスに影響を
及ぼす環境要因、組織の構造的な特性、マネ
ジメント・コントロール・システムの設計や
利用の方法、トップ・マネジメントの構成や
役割といった諸要因およびそれらの要因間
の関係について、どのような研究が行われ、
どのような発見がなされてきたのかを明ら
かにした。特に、マネジメント・コントロー
ル・システムの下位システムおよび下位シス
テム間の関係について注目した。 
 この文献レビューと並行して、日本企業数
社の事業部レベルでのイノベーションおよ
びそれと関連して行なわれた組織学習につ
いて、インタビュー調査を実施した。これは、
理論的な研究に基づき抽出した組織要因が
実際の企業においてどのような組み合わせ
で利用されている可能性があるのか、またそ
れに影響を及ぼしている要因がいかなるも
のであるのかを明らかにすることを主な目
的として実施した。 
 上記で示した文献研究ならびにインタビ
ュー調査に基づいて、組織の学習志向および
学習プロセスに影響を及ぼす要因およびそ
れらの要因間の関係性についての仮説の設



定を行った。その後、導出された仮説の検証
を目的として、東京証券取引所１部２部上場
の製造企業を対象とした郵送質問表調査を
平成 26 年３月３日を投函期限として実施し
た。以下の分析に利用した最終的なサンプル
数は 125 事業部であり、回答率は 10.8％であ
った。 
 また、この質問表調査でその後のインタビ
ュー調査に応じてくださると解答をくださ
った事業部のいくつかに対して、回答いただ
いた内容について追加的なインタビュー調
査を実施した。 
 
４．研究成果 
（１）仮説の設定 
 文献のレビューならびにインタビュー調
査から導出した主な仮説は次のとおりであ
る。 
仮説１ 環境の不確実性・複雑性の程度は、
組織が有する学習志向に影響を及ぼす。 
 仮説１−１ 環境の不確実性・複雑性の高
い状況では、組織の探索志向が高まる。 
 仮説１−２ 環境の不確実性・複雑性が低
い状況では、組織の活用志向が高まる。 
仮説２ 組織の集権化の程度は、組織が有す
る学習志向に影響を及ぼす。 
 仮説２−1 集権化の程度の高まりは、組織
の探索的な学習志向を弱める。 
 仮説 2−2 集権化の程度の高まりは、組織
の活用的な学習志向に影響をあたえない。 
仮説３ 予算の達成可能性の知覚が高い状況
で探索的な組織学習が促進される。 
仮説４ 組織の学習志向の違いは、組織成員
間のタスク・コンフリクトの程度に影響を及
ぼす。 
仮説５ 探索志向の強い組織では、組織の現
場での即興の程度が高まる。 
仮説 6 インターアクティブなマネジメン
ト・コントロール・システムの利用は、組織
成員間のタスク・コンフリクトの解決に影響
を及ぼすことで、探索的な成果をもたらす。 
 
（２）分析結果 
 本研究では、質問票調査の因子分析から、
「探索的学習志向」および「活用的学習志向」
という２つの異なる学習志向が抽出された。
これらの異なる事業部の学習志向を促進す
る要因として、本研究では、事業部の直面す
る環境の特性、組織の特性、およびマネジメ
ント・コントロール・システムの特徴を考え
ている。環境特性としては質問票調査の結果
の因子分析から、「市場の不確実性」、「技術
的な不確実性」、および「競争の強さ」とい
う３つの因子を抽出した。また、組織特性に
ついては、「公式化の程度」と「分権化の程
度」という２つの因子が抽出された。マネジ
メント・コントロール・システムについては、
経営理念が各事業部の取り組む事業の領域
また開発する製品・サービスに対して、どの
程度解釈の余地があるかについて尋ねた「経

営理念の解釈の余地」と事業部長による「予
算の達成可能性の知覚」が考慮されている。
組織の学習志向を被説明変数として重回帰
分析を行なった結果、事業部の探索的学習志
向の程度に、仮説とは異なり、事業部の直面
する環境の特性は影響を与えていないこと
が発見された。これに対して、事業部の分権
化の程度は、事業部の探索的学習志向との間
に、統計的に有意な正の関係性を有している
ことが発見された。また、探索的な学習志向
は、事業部長による予算の達成可能性との間
にも、統計的に有意な正の関連性を有してい
る。このことは、ある程度余裕がある状況に
おいて、探索的な学習が行なわれる傾向のあ
ることを示している。これらの結果から、仮
説は部分的に支持されたといえよう。すなわ
ち、事業部の探索的学習志向は、事業部内で
の分権化の程度が進み、予算の達成可能性の
程度がある程度高いと知覚されている状況
で促進される傾向がみられる。 
 これに対して、事業部の活用的学習志向の
程度については、10％水準ではあるが、技術
的な変動や競争の強さといった環境の特性
が、学習志向の程度との間に正の関係性を有
している。分権化の程度は、0.1％水準で統計
的に有意な正の関係性を有していることが
わかった。公式化の程度も、10％水準ではあ
るが、活用的な学習志向との間に正の関連性
を有している。このことから、仮説は部分的
に支持されたといえよう。事業部の活用志向
は、事業部の直面する環境の不確実性が高く、
分権化の程度や公式化の程度が高い状況で
促進される傾向があるといえよう。 
 次に、事業部の学習志向と事業部内での成
員間でのコンフリクトの状況との関係につ
いてである。因子分析の結果、本研究では、
「タスク・コンフリクト」と「その他のコン
フリクト」という２つの因子が抽出された。
「その他のコンフリクト」は、従来の研究に
おいて、異なるコンフリクトとして抽出され
た関係性のコンフリクトとプロセス・コンフ
リクトとが混在したものであった。組織の学
習志向とこれらのコンフリクトの間の相関
分析を行なったところ、仮説で想定したよう
に、探索的学習志向とタスク・コンフリクト
との間に、統計的に有意な強い正の相関がみ
られた。タスク・コンフリクトは、「グルー
プ・タスクに関する観点や意見の違いについ
ての意識」(Jehn and Mannix, 2001, p.238)
を意味している。このことは、「新しい知識
の追求」(Levinthal and March, 1993, p.105)
を伴う探索学習志向の特徴を考慮に入れれ
ば、ある程度納得ができる結果であるといえ
よう。これに対して、活用的な学習志向とタ
スク・コンフリクトおよびその他のコンフリ
クトとの間には、統計的に有意な関係が見い
だせなかった。このことから、仮説 4は支持
されたといえよう。 
 事業部の学習志向と即興の程度との間に
は次のような関連性が発見された。なお、本



研究では、その場の状況の変化に合わせて、
事業部の成員が臨機応変に行動することを、
「即興」とよんでいる。まず、即興の程度に
ついては、今回の質問票調査からは、「新奇
な対応」と「迅速な対応」という２つの因子
が抽出された。両者の相関分析の結果、探索
的学習志向、活用的学習志向とも「新奇な対
応」と「迅速な対応」との間に統計的に有意
な正の関連性が見られた。しかしながら、両
者の関係性は探索的学習志向においてより
強いものであった。このことから、仮説５は
支持されたといえよう。 
 組織学習研究においては、組織が有する学
習に対する志向性という側面だけではなく、
組織学習の成果としての側面も同時に考慮
すべきであると考えられる。経営学の領域で
は、組織の学習志向に影響を及ぼす環境要因
や経営者の取り組みを明らかにしている研
究(Sidhu et al., 2004)と同時に、組織が行
なったイノベーションを既存の技術や製
品・サービスまた顧客や市場セグメントとの
近接性に基づいて、探索的なイノベーション
と活用的なイノベーションとに区分し、それ
らのイノベーションに影響を及ぼす諸要因
を明らかにした研究も存在する(Jansen et 
al., 2006)。後者の研究は、組織学習の成果
を扱っていると考えることができる。本研究
では、Jansen et al. (2006)で利用された尺
度に従い、事業部の組織学習の成果を測定し
た。因子分析の結果、本研究では、３つの因
子が抽出された。各因子を構成する変数の特
徴から「新規顧客探索学習」、「新製品探索学
習」および「活用学習」と名付けた。 
 学習成果を被説明変数に、タスク・コンフ
リクトの程度、新奇な対応の程度、およびマ
ネジメント・コントロール・システムの利用
を説明変数として重回帰分析を行なった。な
お、ここでは、マネジメント・コントロール・
システムの下位システムとして、経営理念、
行動規範、インターアクティブな予算の利用
およびプロジェクト・マネジメントのインタ
ーアクティブな利用を考慮した。なお、マネ
ジメント・コントロール・システムのインタ
ーアクティブな利用の程度については、
Bisbe and Otley (2004)に基づいて、その程
度を尋ねている。 
 重回帰分析の結果、新規顧客探索学習は、
タスク・コンフリクトおよび新規の対応の程
度が高まるほど、進展する傾向があることが
発見された。また、行動規範の事業部内への
浸透の程度が高いほど、新規顧客探索学習が
高まる傾向がある。タスク・コンフリクトと
インターアクティブなマネジメント・コント
ロール・システムの利用の程度の交互効果の
符号はマイナスであった。このことは、同様
のタスク・コンフリクトの状況では、インタ
ーアクティブなコントロールの利用が低い
ほど、新規顧客探索学習が進展する傾向があ
ることを意味している。タスク・コンフリク
トが高い状況では、インターアクティブな予

算の利用の程度が、新規顧客探索学習を高め
る効果が弱くなるといえよう。インターアク
ティブなコントロールの利用の程度は、事業
部内の成員間のタスク・コンフリクトが低い
状況で、新奇顧客探索学習を維持する要因と
して機能している可能性がある。 
 新製品探索学習については、事業部への経
営理念の浸透度が高いほど、促進される傾向
があることが発見された。 
 これらのことから、仮説 6は部分的に支持
されたといえよう。 
 
（３）分析のまとめと今後の課題 
 本質問票調査からの発見事項は次のとお
りである。 
・ 事業部の直面する環境の特性、組織の構

造的な特性およびマネジメントの設計や
その利用の方法は事業部が有する学習志
向の程度に影響を及ぼす。 

・ 事業部の学習志向は、事業部内の成員間
のタスク・コンフリクトの程度および新
規の取り組みの程度に影響を及ぼしてい
る。 

・ 事業部内の成員間のタスク・コンフリク
トの程度および新規の取り組みの程度、
マネジメント・コントロール・システム
の利用の方法、およびタスク・コンフリ
クトの程度とマネジメント・コントロー
ル・システムの利用の方法（予算のイン
ターアクティブな利用の程度）の交互効
果は事業部の組織学習の成果に影響を及
ぼしている。 

 質問票調査で発見された内容について、実
際の事業部を対象としたインタビュー調査
を継続することで、異なる学習志向のもとで
のマネジメント・コントロール・システムの
運用方法およびそれらのシステム間の関係
をより具体的に明らかにすることが今後の
課題の一つである。 
 さらに、本研究では、探索的な学習志向と
活用的な学習志向とが両方とも全サンプル
の平均値以上を示した事業部がいくつか発
見されている。これは ambidextrous（両利き）
事業部の特徴を有していると考えられる。本
質問票調査においても、探索的な学習志向と
活用的な学習志向はそれぞれ異なる環境特
性、組織特性ならびにマネジメント・コント
ロール・システムの特徴によって促進される
ことが発見されている。両者の特徴を併せ持
っている ambidextrous 事業部においては、
どのようなマネジメント・コントロール・シ
ステムの設計や利用がなされているのであ
ろうか。これは今後の大きな課題である。 
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